


第20号様式別表１の３を提出する法人



この明細書の「当期控除額」の「計」の欄の金額




第20号様式別表１の３の「差引個別帰属法人税額（（＋）と（の括弧書）のうち

いずれか多い額）又は差引法人税額（＋）」の欄の金額から「法人税法の規定に

よって計算した連結法人税額に係る個別帰属額又は法人税法の規定によって計算した法

人税額」の欄の括弧内の金額及び「控除対象個別帰属調整額及び控除対象個別帰属税

額の控除額」の欄の金額の合計額を控除した金額


４

法第321条の８第24項又は令和２年旧法


第321条の８第13項の規定の適用を受ける法人に
あっては、この明細書の各欄は、被合併法人等（これらの規定


に規定する被合併法人等をい


う

。）の前10年内事業年度（これらの規定


に規定する前10年内事業年度をいう。）に係る控除未

済還付法人税額（これらの規定


に規定する控除未済還付法人税額をいう。）とこれら


の規定の
適用を受ける法人の各事業年度若しくは各中間期間


の内国法人の控除対象還付法人税額、外

国法人の恒久的施設帰属所得に係る控除対象還付法人税額、外国法人の恒久的施設非帰属所
得に係る控除対象還付法人税額又は各連結事業年度の控除対象個別帰属還付税額とに区分し
て、それぞれ各事業年度若しくは各中間期間


又は各連結事業年度ごとに記載すること。

３

法

第321条の８第13項の規定の適用を受ける法人にあっては、この明細書の各欄は、被合

併法人等（同項

に規定する被合併法人等をいう。以下この記載要領において同じ


。）の前10年

内事業年度（同項

に規定する前10年内事業年度をいう。）に係る控除未済還付法人税額（同項


に規定する控除未済還付法人税額をいう。）と同項


の規定の適用を受ける法人の各事業年度


の

内国法人の控除対象還付法人税額、外国法人の恒久的施設帰属所得に係る控除対象還付法人
税額、外国法人の恒久的施設非帰属所得に係る控除対象還付法人税額又は各連結事業年度の
控除対象個別帰属還付税額とに区分して、それぞれ各事業年度


又は各連結事業年度ごとに記

載すること。
５

令和２年改正法附則第13条第６項において準用する法第321条の８第28項又は令和２年旧


法

第321条の８第16項の規定の適用を受ける法人にあっては、この明細書の各欄は、被合併


法人等（これらの規定に規定する被合併法人等をいう。


）の前10年内連結事業年度（これらの


規定

に規定する前10年内連結事業年度をいう。）に係る控除未済個別帰属還付税額（これらの


規定

に規定する控除未済個別帰属還付税額をいう。）とこれら


の規定の適用を受ける法人の各

連結事業年度の控除対象個別帰属還付税額又は各事業年度若しくは各中間期間


の控除対象還
付法人税額とに区分して、それぞれ各事業年度若しくは各中間期間


又は各連結事業年度ごと

に記載すること。

４

法

第321条の８第16項の規定の適用を受ける法人にあっては、この明細書の各欄は、被合


併法人等


の前10年内連結事業年度（同項

に規定する前10年内連結事業年度をいう。）に係る控

除未済個別帰属還付税額（同項

に規定する控除未済個別帰属還付税額をいう。）と同項


の規定

の適用を受ける法人の各連結事業年度の控除対象個別帰属還付税額又は各事業年度


の控除対
象還付法人税額とに区分して、それぞれ各事業年度


又は各連結事業年度ごとに記載すること。

第 二 十 号 様 式 別 表 二 の 六 （ 用 紙 日 本 産 業 規 格 Ａ ４ ）（ 第 十 条 関 係 ） ﹇ 新 設 ﹈

﹇ 様 式 別 紙 八 十 三 挿 入 ﹈

第 二 十 号 様 式 別 表 二 の 七 （ 用 紙 日 本 産 業 規 格 Ａ ４ ）（ 第 十 条 関 係 ） 第 二 十 号 様 式 別 表 二 （ 用 紙 日 本 産 業 規 格 Ａ ４ ）（ 第 十 条 関 係 ）

第20号様式別表２の７記載要領


第20号様式別表２記載要領


１ この明細書は、当該事業年度又は連結事業年度（所得税法等の一部を改正する法律（令和


２年法律第８号。以下この記載要領において「令和２年所得税法等改正法」という。）第３条

の規定（令和２年所得税法等改正法附則第１条第５号ロに掲げる改正規定に限る。）による改

正前の法人税法（以下この記載要領において「令和２年旧法人税法」という。）第15条の２第

１項に規定する連結事業年度をいう。以下この記載要領において同じ。


）開始の日前10年以内
に開始した事業年度において生じた連結適用前欠損金額（地方税法等の一部を改正する法律


（令和２年法律第５号。以下この記載要領において「令和２年改正法」という。）附則第１条

第５号に掲げる規定による改正前の法（以下この記載要領において「令和２年旧法」という。


）
第321条の８第５項に規定する連結適用前欠損金額をいう。以下この記載要領において同じ。）
又は連結適用前災害損失欠損金額（同項に規定する連結適用前災害損失欠損金額をいう。以
下この記載要領において同じ。）について、令和２年改正法附則第13条第４項において準用す


る法第321条の８第３項又は令和２年旧法第321条の８第５項


の規定の適用を受けようとする

１ この明細書は、当該事業年度又は連結事業年度


開始の日前10年以内に開始した事業年度に
おいて生じた連結適用前欠損金額（法


第321条の８第５項に規定する連結適用前欠損金額を

いう。以下この記載要領において同じ。）又は連結適用前災害損失欠損金額（同項に規定する
連結適用前災害損失欠損金額をいう。以下この記載要領において同じ。）について、同項


の規

定の適用を受けようとする法人が記載し、第20号様式の申告書に添付すること。また、当該
連結適用前欠損金額又は連結適用前災害損失欠損金額の生じた事業年度後最初の最初連結事
業年度（法人税法


第15条の２第１項に規定する最初連結事業年度をいう。以下この記載要領

において同じ。）においては同法

第81条の９第２項の規定の適用がないことを証する書類も併

せて添付すること。

﹇ 様 式 別 紙 八 十 五 挿 入 ﹈ ﹇ 様 式 別 紙 八 十 四 挿 入 ﹈
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